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１ 学識経験者 ※50 音順 敬称略 

 
石垣 正純  弁護士 

 

       高木 啓   千葉大学大学院教育学研究院准教授 

        

外山 洋子  市原商工会議所常務理事 
 

本多 正樹  千葉県ＰＴＡ連絡協議会会長 

 

  ２ 学識経験者からの意見聴取（ヒアリング） 
 

（１）実施日 
令和８年７月１０日（金）・１４日（火）・１５日（水） 

 

（２）概要 

教育に関し学識経験を有する方の知見を活用し、客観的な評価を行うこと

を目的として、学識経験者に対し意見聴取（ヒアリング）を実施し、教育委員

の活動全般や、第４期千葉県教育振興基本計画の進捗状況等について御意見

をいただきました。 

各章の内容について頂いた御意見を次ページから記載いたします。 
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【第２章 教育委員の活動】 

２ 千葉県総合教育会議 

  ・ 教員の働きやすさと働きがいの両立について意見交換されたことは、良かったことだと考え

る。 

  ・ 教員の働きやすさと働きがいについて、両輪のように議論されていることがとても素晴らし

い。 

  

３ 教育委員の活動と意見の施策への反映 

（１）活動の概要 

  ・ 委員会会議だけでなく、委員勉強会等、精力的に取り組まれていると思う。 

 

（２）具体的な施策への反映 

  ・ 定員内不合格の問題について、施策に反映できるよう、考えていくべきではないか。 

・ 具体的な施策への反映について７項目中、学校教育について６項目、社会教育について１項

目となっており、学校教育、社会教育、両者の充実についてしっかり検討されたい。 

 

ア 学力向上について 

（ア）全国学力・学習状況調査について 

  ・ 児童生徒の自己有用感や幸福感の向上が見られていることは、評価できる。 

  ・ 家庭や地域との間で連携を進めていくことに理解はしているが、連携を図るうえで、個人情

報保護の観点や地方公務員としての守秘義務に関わる部分についても、留意されたい。 

  ・ 児童生徒の学習意欲を引き出す工夫については、教職員に向けた研修や授業研究を進めてい

ただきたい。 

 

イ 県立高校改革推進プラン・第２次実施プログラムについて 

  ・ 小規模校の活性化という問題は、これからも考えていかなければならない。県西部や中部に

人口が集中しているので、それぞれの地域で、特色のある高校が必要だと考える。 

 

ウ 問題行動、不登校等について 

  ・ 地区不登校等児童生徒支援拠点校等、たくさんの問題や現状があることを知り、教育行政へ

の反映が適切だと感じた。問題行動の早期発見、未然防止のためには、対応する教員のゆとり

がどうか等の検証も必要になるのではないかと考える。施策等に反映していただきたい。 

  ・ 教職員のきめ細かな対応に加え、スクールカウンセラー等の専門人材の活用を一層進めるべ

きとの意見に賛同する。 

 

エ 学校における働き方改革について 

  ・ 学校規模に応じたそれぞれの取組等も必要なのではないかと感じた。 

  ・ 教員ごとの対応にばらつきが生じやすい現状を踏まえ、指導の標準化を進める必要があるの

ではないか。指導手順や情報発信の基本ルールを整備・共有し、誰でも一定水準の指導が提供

できる体制を構築されたい。 

  ・ 校長を調査対象に含める必要性について同様の認識である。部活動の地域展開に関しては、

担い手となる人材への支援を強化し、教員の負担軽減と地域連携の充実を図る取組を推進され

たい。 
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  ・ 教育委員の意見が的確だと感じた。調査の回答内容について、現場の先生方が感じている事

実と合っているのか、検証は必要だと考える。 

 

オ 体育・スポーツの推進について 

  ・ 部活動地域展開については、命と安全に関わる問題として、活動時の保険等も重視された  

い。 

  ・ 体育・スポーツの推進は、文化活動の推進と両輪で考えるべきである。文化財保護だけでは

なく、文化活動についても考えたい。 

  ・ 教職員は、児童が運動の楽しさを実感できることを重視している一方、必ずしも楽しいと感

じない児童もおり、上達の実感や自分のペースでの取組等、多様な受け止め方があると考えら

れる。体育とスポーツの役割は異なり、児童のニーズや種目・単元の特性に応じて、学校全体

での取組や指導の設計を工夫することが求められるのではないか。 

  ・ 体育・スポーツの推進に当たっては、児童生徒が自分のペースで取り組め、できる・できな

いで比較されない学習環境の整備を引き続き、重視されたい。運動が苦手な児童生徒も楽しさ

を実感できる授業づくりを学校で推進されたい。 

 

カ 教職員の不祥事根絶について 

  ・ 保護法益という概念についてしっかりと普段から学ぶ必要があり、命について最優先させる

べきものと考える。（例：携帯電話の持ち込みを禁止することにより、緊急時の連絡が遅れるこ

とで命が守られるのかなど。） 

  ・ 子供の人権とは、子供の体、子供の心、子供のものを攻撃しないことだということを、周知、

徹底されたい。 

・ 学校現場は一般企業以上に個人情報を取り扱う機会が多い一方、全体として情報セキュ  

リティに脆弱な面が見受けられる。 

 

【第３章 教育委員会の所管施策】 

２ 第４期千葉県教育振興基本計画の実施状況 

（１）千葉県教育の目指す姿・基本目標 

・ 総括指標に対するアンケートについては、指標値は高いものの、保護者の回答は相対的に少

ないのではないか。保護者の回答促進に向けた周知・方法改善を検討されたい。 

・ 多くの回答者が肯定的に評価している一方、約 10～15％の否定的回答は、課題を示す重要な

指標であると考える。これらの声を重視し、毎年度 0.1 ポイントでも改善を積み上げることが

重要である。 

・ 指標値の継続的な上昇（90％超）を目標に、改善要因の分析と対策の PDCA を徹底し、着実な

向上を図られたい。 

 

（３）施策評価 

【施策１】 

  ・ 教育活動を体験するためのバスツアーについて、評価ができる。県内の教員養成系学部を持

つ大学との連携を続けられたい。 

  ・ スクールロイヤー活用事業の法律相談（電話、対面、オンライン）については、数多く対応

しており、実績があるものと考える。 

・ 「チーム学校」の現実化を図られたい。特にトラブル対応での組織的対応が望まれる。 
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・ 「先生は、分かるまで教えてくれている」についての、数字の低下については、原因の検討

が必要である。 

・ 時間外在校等時間の減少は評価できる。 

・ 県内で導入しているスクールサポートスタッフについては、学校や担当者による差は見られ

ず、どの学校からも高い評価が寄せられている。 

・ 多くの生徒は「分かるまで教えてもらえる」と評価している一方で、約 1 割強の生徒が十分

に理解できていない実態があり、不登校や中途退学につながるおそれがあると考える。学習か

ら取りこぼされる生徒への個別最適な支援（補習・少人数指導・学習相談等）の強化を優先課

題とし、指導体制の充実を図ることが重要なのではないか。 

・ 教員の時間外勤務（月 45時間超）の割合は、策定時目標より大きく改善しているが、現場の

実態を十分に反映しているか懸念がある。数値の算定方法・把握範囲（在校時間の記録方法、

持ち帰り業務等）の検証を行い、実態把握の精度向上と業務適正化の実効策（業務整理、会議・

校務の見直し、ICT 活用、人的支援の拡充）を一層推進することを求める。 

・ 教員志望者の減少や業務負担の増大により、教員の確保・定着が課題となっている。部活動

の地域展開の加速、校務のデジタル化・事務支援の拡充、メンタルヘルスの継続実施と支援体

制の強化を図られたい。 

・ 人事面では、異動希望の申出機会を確保しつつ、配置の公平性と学校運営上の必要性を踏ま

えた適正配置を図られたい。 

・ 児童生徒の実感としては、教員による丁寧な関わりが重要であることが示されており、個別

最適な指導の一層の充実を図られたい。 

・ 校務の ICT 活用・デジタル化は概ね目標達成が見られるが、デジタル化自体を目的化せず、

事務負担の軽減によって児童生徒と向き合う時間が創出できるという効果を指標として検証

することが重要であると考える。学校内のみならず、教育委員会等への報告・連絡を含む組織

全体での業務フローを見直し、重複入力や手作業（FAX 等）が残存しないよう統一化・標準化

を進められたい。 

  ・ 保護者への情報提供・連絡手段の最適化を図り、保護者との認識共有を進めたい。 

  ・ 「分かるまで教えてくれていると思う割合」が大きく低下し、さらに再度下がっている点は、

保護者として強い懸念がある。背景には教員の時間的余裕の不足があると考えられ、ICT・デジ

タルの取組効果との関連も検証が必要であるのではないか。学習場面での教員の関わり時間の

確保につながっているかを指標として点検されたい。 

  ・ 教員採用では「熱意・人間性」を重視する取組が進んでいる一方、その熱意を持続できる勤

務環境の整備が不可欠である。数値達成が自己目的化しないよう、教員の関わり時間、指導の

質、児童生徒の学習実感等の成果指標で効果検証を行い、改善の PDCA を徹底されたい。 

 

【施策２】 

・ 県立高校の不登校、中途退学生徒の割合となっているが、小中学校の不登校の割合等も記載

が必要ではないか。 

・ いじめ・不登校の要因の一つとして「学習についていけない」状況があると考えられる。ア

ンケートでは「いじめ解消率」が高い結果となっているが、未把握の事案や見えにくい「隠れ

た」いじめが潜在している可能性に留意が必要である。数値の把握方法と実態の乖離を点検し、

早期発見・早期対応ができるよう、強化されたい。 

・ 学校保健指導事業の中では、養護教諭が主体となり、学校事故等への対応について推進して

いくべきと考える。 
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・ 自転車の安全教育についても十分に留意されたい。 

・ 高校改革において、工業系等専門コースの設置は志望が明確な生徒には有効だが、全校で過

度に細分化すると、進路が未定の生徒の選択肢を狭めるおそれがあるのではないかと考える。

地域の実情と生徒の多様な進路段階に応じて、普通科の基盤を確保しつつ選択履修や連携講座

等で柔軟に学べる体制を整えることが求められる。 

・ 学校問題解決支援におけるコーディネーター配置は、保護者・児童生徒・学校間の調整窓口

として機能しており、学校へのフィードバック、解決方策の提案等を行っていることは、教員

の負担軽減にもつながると考える。 

・ 不登校については増加傾向にある。学校のみの責任とせず、社会的風潮や家庭・地域の要因

も踏まえ、関係機関と連携して総合的に対策を進める必要がある。 

 

【施策３】 

・ 特別支援学校だけでなく、特別支援学級についての予算を確保し、力を入れていくべきと考

える。 

 

【施策４】 

・ 特別支援教育の推進については、特別支援学校だけでなく特別支援級についての視野を入れ

た検討が必要ではないか。 

・ 不登校支援として導入した「エデュオプちば」は、有効な取組であると評価する。取組の更

なる拡充に向け、各教科での教材作成の負担軽減を図るため、既存の良質な教材の活用・共有

を進め、多様な学習チャンネルを確保されたい。 

  ・ 困り事や不安がある時に相談できる児童生徒の割合について、電話等の多様な相談窓口の併

存に加え、AI への相談利用が増加している影響が考えられるとのことであるが、児童の相談行

動の変化を踏まえた周知・支援体制の見直しを進める必要があるのではないか。 

  ・ 性別や国籍の違いをフラットに受け止める児童生徒が増えており、多様性を認め合う学校風

土が着実に醸成されていることを評価する。 

  ・ 不登校児童生徒向け支援として、遠隔授業に加え、メタバースを活用した交流の取組を開始

していることに驚いた。 

 

【施策５】 

  ・ 「デジタル機器教材の日常的利用」については、他方で問題性が指摘されていることにも留

意されたい。 

・ 外国人児童生徒の受入体制について、現場では多言語対応に課題があり、英語以外の言語を

母語とする児童生徒への支援が十分でない実態があるのではないか。多言語対応が可能な人材

の確保・活用を一層推進し、学校現場の支援体制を強化されたい。 

  ・ 千葉県の学力水準は、全国平均に近い水準で推移している。県内では地域差が見られるよう

であるため、地域特性を踏まえた学力向上策の推進を図られたい。 

 

【施策６】 

・ 具体的取組（１）①郷土と国の発展に尽くした人々やその成果を学ぶ機会の提供となってい

るが、行政活動目標は「伝統芸能・洋楽へのふれあい体験事業の実施校数」であり、目的との

整合が十分でないと思われる。目的に沿った学習活動（当該人物や成果を扱う授業）の学校現

場での活用・拡充を図る必要があるのではないか。 
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・ 主体的な海外経験の拡大は、実質的なグローバル人材育成の推進につながるのではないか。

今後も留学機会の充実と参加促進を図られたい。 

・ 地域や社会のために何かしたいと思う生徒の指標が C であり、特に小学生の数値が低い。小

学生では地域貢献の概念が捉えにくく、地域貢献の実感に結び付いていない可能性があると考

えられる。目的や意義を分かりやすく伝える取組を強化する必要があるのではないか。 

 

【施策８】 

・ 消費者教育について、県としての取組に力を入れられたい。クイズの作成やパンフレットの

配布等だけで良いのか疑問である。 

・ 自殺対策における「SOS の出し方教育」は極めて重要であると考える。子供の意見表明との

連動が必要であり、日常的に「嫌なことは嫌と言える」「自分の考えを伝えられる」力を育むこ

とが、最終的に SOS を発信できる力の基盤となるのではないか。段階的に意見表明する力を育

成しながら SOS 発信につなげる体系的な指導と支援体制を構築することを求めたい。 

・ ヤングケアラーや自殺等の重要課題について、指標を明確化し数値で把握している点を高く

評価する。10万人当たりの自殺者数は減少傾向にあり、取組の効果が表れていると思う。 

 

【施策９】 

・ 薬物乱用防止教室等県の取組について確認し、学校での生徒への取組について記載していく

必要があるのではないか。 

  ・ いじめや暴力行為とされているが、暴力行為はいじめに含まれる認識で良いのではないか。 

  ・ 栄養教諭は、食育の推進に加え、生活指導の面でも重要な役割を担っている。授業や日々の

給食指導等を通じて行われる教育効果の向上を図るため、計画的な配置増を進める等体制強化

を求める。 

  ・ 運動習慣の低下は主としてコロナ禍の影響によるものと考えられるが、コロナ前と比べると

改善傾向にある一方、完全には回復していない。体育の授業内外での運動機会を計画的に拡充

する等工夫していくことが必要ではないか。 

  ・ 児童生徒の朝食欠食率について、児童で約 6％の欠食が見られる現状は看過できない。背景

には、家庭環境や養育状況等の影響が想定されるが、現時点で原因の把握が十分でないと考え

る。実態と要因の調査を進め、学校・福祉・地域と連携した支援の在り方を検討されたい。 

   

【施策１１】 

  ・ 地域全体という掛け声は良いが、個人情報保護法の問題については、留意されたい。 

  ・ 学校だけでは子供の支援に限界があることを踏まえ、コミュニティ・スクールの枠組み等を

活用し、PTA との連携・協働の位置付けを明確化されたい。PTA 連携の取組状況を可視化する

ための指標を設定し、数値で把握・公表する仕組みの構築を検討されたい。 

 

【施策１３】 

  ・ 県立博物館や美術館振興事業について、学校教育との関係性や児童生徒の利用数等もあると

よいのではないか。 

  ・ 県民の文化芸術に触れる機会の指標が大きく減少している。「鑑賞を除く文化芸術活動」への

参加も低下傾向にある。学校内外での鑑賞・参加機会の創出、身近な場での体験プログラムの

拡充、情報発信の強化により、文化芸術やスポーツへの参画を促進されたい。 
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【全体を通して】 

・ 学校事故についての、対応等記載が必要なのではないか。 

・ 適切な公文書の作成、適切な情報公開についての記載が必要なのではないか。 

・ 学校現場の問題に終始し、教育委員会内の問題についても触れるべきだと考える。教育委員

会の効率化や適正化についての視点にたった記載がない。 

・ 子供を守り育てるためには教員の力が不可欠である。一方、教員一人当たりの業務量増加や

保護者対応の負担が大きく、心身の負荷が懸念される。ついては、業務の適正化と、保護者対

応指針の整備・周知、メンタルヘルス支援の強化を一体的に推進し、教員が教育活動に専念で

きる環境を整備されたい。 

・ 点検評価について概要版を作成し、保護者へ配布することにより周知を図られたい。 

保護者の理解促進は学校・教員への協力につながると考える。関心と参画を高める取組を推進

されたい。 

  ・ 本計画では、生徒・教員に加え、スクールカウンセラーや DX アドバイザー等のデータが整

備されているが、保護者の位置付けが見えにくい。家庭・PTA・地域や子供を支えるパートナー

として位置付け、参画の指標化と情報共有の仕組みを検討されたい。 

・ 各指標の収集・集計・検証を体系的に実施している点は高く評価する。数値目標の達成自体

を目的化せず、現場での教員の働き方、児童生徒の学び・生活の改善が生じるのかを重視した

点検・評価を行うよう、努められたい。 

  ・ 県の取組について、PTA 関係者においても周知が十分でない分野がある。保護者が困りごと

に直面した際に参照・相談できる窓口を明確化し、情報提供を強化することが望ましい。PTA

としても、保護者の相談窓口となる役割を果たせるよう、県・市町村教育委員会との連携を深

め、支援策や相談窓口の案内を体系的に提供できる体制整備を進められたい。 
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